
平成27年度青森県
財務諸表のポイント

普通会計・連結財務書類４表

（総務省方式改訂モデル）
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財務書類の作成・公表

・ 「地方公共団体における行政改革の更なる推進のための指針（平成１８年８月３１日総務事務次
官通知）」において、普通会計ベース及び連結ベースの財務書類４表（貸借対照表、行政コスト
計算書、資金収支計算書、純資産変動計算書）を国の作成基準（基準モデル又は総務省方式改訂
モデル）により整備することが求められている。

・ 県では普通会計・連結財務書類４表を総務省方式改訂モデルにより作成し、公表するものである。

行政コスト計算書

　資産　【3兆4,676億円】 　負   債 【1兆4,324億円】  経常行政コスト　 【5,485億円】

－

　…   経  常  収  益  　【  167億円】

　歳計現金　【241億円】 　純資産 【2兆  352億円】 ＝

　… 純経常行政コスト　【5,318億円】

純資産変動計算書

     期首純資産残高 　【2兆  399億円】

－

純経常行政コスト　【5,318億円】

＋

一般財源、補助金等受入 【5,300億円】

－

  臨 時 損 益 等  　【  29億円】

＝

    期末純資産残高　 【2兆  352億円】

＝

期末歳計現金残高　【241億円】

   歳計現金増減額　【△1億円】

＋

期首歳計現金残高　【242億円】

＝

支    出　【6,733億円】

〈普通会計財務書類４表の関係〉

貸借対照表

資金収支計算書

収    入　【6,732億円】

－



公共資産

3兆1,948億円

（▲394億円）

固定負債

1兆3,029億円

（▲370億円）

投資等

1,934億円

（▲109億円）

流動負債

1,295億円

（▲17億円）

流動資産

794億円

（＋69億円）

純資産

2兆352億円

（▲47億円）

資産の部

3兆4,676億円

（▲434億円）

負債の部・

純資産の部

3兆4,676億円

（▲434億円）
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・新規投資の抑制と減価償却の進行等による有形固定資産の減（▲３９４億円）

・再生可能エネルギー等導入推進基金や緊急雇用創出事業臨時特例基金の終了等による基金等の減（▲９４億円）

・満期一括償還地方債の元金償還に充てるための減債基金の積立て等による現金預金の増（＋７０億円）

・新規発行の抑制による地方債（翌年度償還予定地方債を含む）の減（▲３５０億円）

・定員適正化の着実な実施による職員数の減に伴う退職手当引当金（翌年度支払予定退職手当を含む）の減（▲１５億円）

普通会計貸借対照表
資産の部 ３兆４，６７６億円（▲４３４億円、１．２％の減）

負債の部 １兆４，３２４億円（▲３８７億円、２．６％の減）

純資産の部 ２兆 ３５２億円（ ▲４７億円、０．２％の減）



経常収益

167億円（▲12億円）

人に係るもの

1,686億円（＋56億円）

純経常行政コスト

5,318億円（＋52億円）

物に係るもの

1,639億円（▲9億円）

移転支出的なもの

2,004億円（＋42億円）

その他

156億円（▲49億円）

0億円 1,000億円 2,000億円 3,000億円 4,000億円 5,000億円 6,000億円

27年度

5,485億円

（＋40億円）
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行政コスト計算書

当年度の行政サービスに要する費用のうち、資産形成につながらないもの

・人に係るもの…退職手当引当金繰入の増等（＋５６億円）

・物に係るもの…除排雪経費の減等（▲９億円）

・移転支出的なもの…地方消費税率の引上げに伴う地方消費税交付金の増等（＋４２億円）

行政サービスに対する直接の受益者負担

・使用料・手数料 １１７億円（ ＋８億円）

・分担金・負担金・寄附金 ５０億円（▲２０億円）

経常行政コストから経常収益を差し引いた額で、地方税や地方交付税といった一般財源や基金の取り崩しで賄わな

ければならないコスト。経常行政コストの増及び経常収益の減により増加。

経常行政コスト ５，４８５億円（ ４０億円、０．７％の増）

経常収益 １６７億円（▲１２億円、６．６％の減）

純経常行政コスト ５，３１８億円（ ５２億円、１．０％の増）
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純資産変動計算書

「純資産変動計算書」とは、地方公共団体の純資産（資産から負債を差し引いた残余）

が、一会計期間にどのように増減したかを示すものである。

期首純資産残高 ２兆 ３９９億円

・経常行政コスト ▲５，４８５億円

・経常収益 １６７億円

・一般財源 ４，２４６億円（地方税 １，６５２億円、地方交付税 ２，２４０億円等）

・補助金等受入 １，０５４億円

・臨時損益 ▲２９億円（災害復旧事業費 ▲１５億円等）

・資産評価替え等 ０．２億円

期末純資産残高 ２兆 ３５２億円 （２７年度中の変動額 ▲４７億円）



資金収支計算書
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全体収支
▲１億円

期末現金残高
２４１億円

「資金収支計算書」は現金の流れを示すものであり、その収支を性質に応じて、経常的

収支、公共資産整備収支、投資・財務的収支と区分している。

（支出の主なもの）

人件費 １，６８０億円、補助金等 １，３９７億円

（収入の主なもの）

地方税 １，６５２億円、地方交付税 ２，２４０億円

（支出の主なもの）

公共資産整備支出 ８６２億円、公共資産整備補助金等支出 ３７４億円

（収入の主なもの）

国庫補助金等 ３５３億円、地方債発行額 ２９３億円

（支出の主なもの）

貸付金 ４４２億円、基金積立額 ６２億円、地方債償還額 １，０８５億円

（収入の主なもの）

貸付金回収額 ４５４億円、国庫補助金等 ２０億円

経常的収支の部（経常的な行政活動による資金収支）１，６３０億円

公共資産整備収支の部（公共事業等に伴う資金収支） ▲４９９億円

投資・財務的収支の部（投資活動や地方債の償還等による資金収支）

▲１，１３２億円
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連結財務書類４表
普通会計、公営事業会計（8事業会計）及び県が1/4以上を出資する第三セクター等

（2地方独立行政法人、地方三公社、第三セクター等19団体）を連結対象として作成。

連結行政コスト計算書

 資産　【3兆6,445億円】  負債　【1兆5,015億円】 経常行政コスト　【6,011億円】

－

経常収益　【653億円】

 純資産 【2兆1,430億円】 ＝

… 純経常行政コスト　【5,358億円】

 資金　【1,036億円】

  うち現金等  【487億円】

…

連結純資産変動計算書

期首純資産残高　【2兆1,480億円】

－

純経常行政コスト　【5,358億円】

＋

一般財源、補助金受入等　【5,307億円】

＋

臨時損益等　【1億円】

＝

期末純資産残高　【2兆1,430億円】期末資金残高　【487億円】

期首資金残高　【483億円】

＝

資金増減額　【 4 億円】

＋

支出　【7,291億円】

＝

収入　【7,295億円】

－

連結資金収支計算書

〈連結財務書類４表の関係〉

連結貸借対照表
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連結貸借対照表

＜連単比率 連結決算が普通会計の何倍になっているかを示すもの＞
○資産合計額 ３兆６，４４５億円（連単比率１．０５倍）
○負債合計額 １兆５，０１５億円（連単比率１．０５倍）
○純資産合計額 ２兆１，４３０億円（連単比率１．０５倍）

いずれの連単比率も１．０５倍と小さくなっている。



8

連結行政コスト計算書

○連結対象のみの行政コスト計算書
・連結対象のみ（公営事業会計及び第三セクター等）の行政コスト計算書の純経常行政
コストは４５億円となっている。主な要因は、公営事業会計（下水道、病院事業等）
における減価償却費の進行等によるものである。

○連結行政コスト計算書
・会計間取引の相殺消去後の純経常行政コストは、普通会計より４０億円の増となる。
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連結純資産変動計算書

・経常行政コスト ▲６，０１１億円

・経常収益 ※  ６５３億円

・一般財源 ※ ４，２４５億円（地方税 １，６５２億円、地方交付税 ２，２４０億円等）
・補助金等受入 ※ １，０６２億円
※はコストを賄うための収入。（コストを収入で賄いきれずコスト超過となっている。）

・臨時損益 ▲１９億円（災害復旧 △１５億円、公共資産除売却損益△１０億円等）
・その他 ２０億円

○期首純資産残高 ２兆１，４８０億円

（参考）連結対象のみの純資産変動額 ▲３億円

○期末純資産残高 ２兆１，４３０億円 （２７年度中の変動額 ▲５０億円）
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連結資金収支計算書

【主なもの】
・人件費 １，８７７億円 ・地方税 １，６５２億円
・補助金等 １，３５６億円 ・地方交付税 ２，２４０億円

・国県補助金等 ７００億円

【主なもの】
・公共資産整備支出 ８８５億円 ・国県補助金等 ３６４億円
・公共資産整備補助金等支出 ３７４億円 ・地方債発行額 ３０３億円

【主なもの】
・貸付金 ４４７億円 ・基金取崩額 ４１億円
・地方債償還額 １，１１６億円 ・貸付金回収額 ４５６億円

（参考）連結対象のみの全体収支 ５億円、資金残高 ２４６億円

○経常的収支の部（経常的な行政活動による資金収支） １，６９３億円
（支出：４，２８１億円、収入：５，９７４億円）

○公共資産整備収支の部（公共事業等に伴う資金収支）▲５１５億円
（支出：１，２７９億円、収入：７６４億円）

○投資・財務的収支の部（投資活動や地方債の償還等による資金収支）
▲１，１７４億円

（支出：１，７３１億円、収入：５５７億円）

全体収支
４億円

期末資金残高
４８７億円


